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このメルマガは当事務所とお取引きいただいている皆様、または 

当事務所とご面識のある皆様にお届けしています。 

知的財産に関する基礎知識や最新の法改正情報など、実務上お役 

に立つと思われる情報をピックアップして、送らせて頂きます。 

メルマガ配信をご希望でない場合は、誠に恐縮ですが、下記アド 

レスまでお知らせください。 

hagiripo@hagiripo.com 

 

━ 知財担当者のためのメルマガ ━━━━━━━━━━━━━━━ 

                       ２０２５年６月号 

 

┏━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

┃ ◎本号のコンテンツ◎ 

┃  

┃ ☆知財講座☆ 

┃ （４１）先使用権（２）「先使用権の成立を立証する資料」 

┃ 

┃ ☆ニューストピックス☆ 

┃ 

┃ ■「シャウエッセン」のストライプ柄が「位置商標」に（日本ハム） 

┃ ■特許・意匠・商標の FA期間と権利化までの期間（特許庁） 

┃ ■退職時にファイルを故意に削除、元従業員に賠償命令 

┃ ■著作権者不明な著作物の利用手続を簡素化（改正著作権法） 

┃ ■助成金情報 令和７年度「中小企業等海外侵害対策支援事業」 

┗━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

 

特許庁は、独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）を通じて、

海外で取得した特許・商標等の侵害を受けている中小企業に向けた

「令和７年度中小企業等海外侵害対策支援事業」を開始しました。 

同事業では、海外での模倣品対策、冒認商標無効・取消係争、防

衛型侵害対策にかかる費用の一部を助成します。 
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┏━┳━┳━┳━┳━┳━┳┓ 

┃知┃財┃基┃礎┃講┃座┃ 

┗━┻━┻━┻━┻━┻━┻┛━━━━━━━━━━━━━━━━ 

 

（４１）先使用権（２）「先使用権の成立を立証する資料」 

 

 「御社の事業は当社所有の特許権を侵害するものであるので実施

行為の中止を求めます」という差止請求訴訟などを受けたときに、

「当社の事業は御社の特許権が特許出願された時点ですでに実施し

ていたもので、当社事業の実施は先使用権によって保護され、当社

は、御社に対して実施料を支払う必要なく、今後も、当社事業の実

施を継続できます」とする先使用権（特許法第 79条）について、前

号では、先使用権の内容、先使用権が認められる理由、先使用権の

成立が認められるために必要な条件を説明しました。 

 今号では先使用権の成立を立証する上で必要になると思われる資

料を説明します。 

 

＜先使用権の成立が認められるために必要な条件＞ 

 先使用権の成立を主張する者は、前号で説明したように、以下の

事項を総て立証しなければなりません。 

 Ａ．主体に関する要件（先使用権の成立を主張する者が、「（『特許

権侵害である』という訴えの根拠になっている特許権の）特許出願

に係る発明の内容を知らないで、自らその発明をした者」あるいは、

「当該特許出願に係る発明の内容を知らないでその発明をした者か

ら知得した者」であること） 

 Ｂ．時期に関する要件（先使用権の成立を主張する者が、「特許権

侵害である」という訴えの根拠になっている特許権に係る発明の実

施である事業やその準備を、「特許権侵害である」という訴えの根拠

になっている特許権の「特許出願の際、現に」行っていたこと） 

 Ｃ．地域に関する要件（発明の実施である上述した事業やその準

備を日本国内で行っていたこと） 

 Ｄ．客体に関する要件（先使用権の成立を主張する者が、「特許権

侵害である」という訴えの根拠になっている特許権の「特許出願の

際、現に」実施していたものが、（「特許権侵害である」という訴え

の根拠になっている）特許権に係る発明についての「実施である事

業」又は「その事業の準備」に該当していること） 



＜先使用権の成立は時系列で客観的に立証する＞ 

 上述したＡ～Ｄすべてを立証する必要があります。そこで、発明

に至る研究開発・技術開発の当初から、発明完成を経て、当該発明

の実施化（例えば、製品としての製造・販売）に至った経緯が時系

列で立証できるように資料が収集され、保管されていることが望ま

しいです。 

 更に、上述した資料は客観性を有するものであることが要求され

ます。 

 企業活動では、いきなり、特許権者から、「御社の実施行為は当社

が所有している特許権を侵害する行為に当たります」という警告を

受けたり、差し止め請求などの訴訟提起されることがあります。 

 このような場合であっても、当該実施行為が、攻撃を行ってきた

特許権の技術的範囲に属さないものであるならば、「弊社の実施行為

は御社の特許権の効力範囲（技術的範囲）に属さないので、特許権

侵害にはあたりません」と反論することができます。 

 特許権の効力範囲（技術的範囲）に属するか否か解釈の余地があ

りそうな場合であっても、攻撃してきている特許権の出願日の以前

から自社で実施していた事業であるならば、上述した「特許権の効

力範囲（技術的範囲）に属さない」という反論を行うだけでなく、

「たとえ『特許権の効力範囲（技術的範囲）に属する』とされる場

合であっても、当社は、先使用権を有しているので特許権侵害に当

たりません」と抗弁することができます。 

 先使用権の存在、成立は、このように裁判所で主張、立証して認

めてもらうものですから、裁判所が納得するような客観性のある資

料を収集し、保存しておくことが望まれます。 

 例えば、社内の者の作成による設計図しか残っていない場合、当

該設計図に作成者の氏名の記載、作成日付の記載や、担当上司の確

認印などが存在していたとしても、社内の者だけしか作成に関わっ

ていないのであれば、「この設計図が、記載されている作成日付の日

に、現に存在していたことを立証するには、この設計図だけでは不

十分である。」と認定されてしまうことがあります。 

 

＜時系列で資料を整えておく例＞ 

 特許庁が発行している「先使用権～あなたの国内事業を守る～」

という冊子（平成 28 年（2016 年）7 月発行）では、21 頁に以下の

図を示しながら、時系列で資料準備する例が説明されています。 



 

 

https://www.jpo.go.jp/system/patent/gaiyo/senshiyo/document/

index/senshiyouken_kanryaku.pdf 

 

＜研究開発・技術開発及び、発明完成段階＞ 

 これらの段階の資料は、上述した主体に関する要件を立証する上

で有用になります。 

 研究者、技術者が日付を入れて定期的に作成している研究ノート、

技術開発ノート、設計図、仕様書、技術成果報告書などがこれらの

段階での資料になります。 

 

＜事業化に向けた検討・準備、事業の準備及び、事業開始段階＞ 

 これらの段階の資料は、客体に関する要件を立証する上で必要に

なります。 

 上述した発明完成段階で完成した発明について事業化を進めるか

どうかを検討した経緯、試作機の作成、実験・検討などを行った経

緯とその記録・データ、事業化検討会議の議事録、事業化開始決定

書などの書類が資料になると考えられます。 

 また、事業化開始決定後に、図面の作成、見積書の作成、金型の

製作、設備の導入、原材料の購入、等で事業準備を進めた記録、例

えば、設計図、仕様書、見積書、請求書、納品書、帳簿類、等が資

料になると考えられます。 

 更に、事業準備を終えて、実際に事業開始されたときには、例え

ば、上述した発明完成段階で完成した発明の実施品である製品を実

際に製造し、販売開始したことを証明できる資料を収集することに

なります。 

https://www.jpo.go.jp/system/patent/gaiyo/senshiyo/document/index/senshiyouken_kanryaku.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/patent/gaiyo/senshiyo/document/index/senshiyouken_kanryaku.pdf


 例えば、製品の試作品を完成させ、ユーザに試用してもらった事

実や、その後に、製品を製造した年月日、製品に付した製品番号、

製品の仕様書や設計図、製品製造を行った工場の作業日誌や製造記

録、製品製造のために購入した原材料の購入記録、製品の販売にあ

たってユーザに提供したカタログ、パンフレット、商品取扱説明書、

販売伝票、等が資料になります。 

 

＜実施形式などに変更が加えられた段階＞ 

 事業を開始した後、ユーザからの要望などを受けて実施形式に変

更が加えられることがあります。例えば、装置の構造の一部に変更

を加える、等して実施形式を変更する場合です。 

 この場合、変更前の実施形式であれば先使用権が認められたが、

変更後の実施形式が、上述した発明完成段階で完成した発明とは異

なる発明の実施になってしまうときには、変更後の実施形式には先

使用権は認められなくなる、ということが起こり得ます。 

 もちろん、装置の構造の一部に変更を加える、等しても、上述し

た発明完成段階で完成した発明の実施に相当すると認められる場合

は、引き続き、変更後の実施形式についても、先使用権は認められ

ます。 

 そこで、事業を開始した後に実施形式などに変更が加えられた場

合には、どのような点に変更が加えられたのかを把握できる資料と、

その変更後の実施形式について、上述した事業開始時に収集してい

たのと同等の資料を収集、保存しておくことが要請されます。 

 

＜資料同士のひも付け＞ 

 上述したように、発明の完成から事業の開始まで時系列で資料を

収集しておくことが望ましいですが、ここで注意しなければならな

いのは、事業化に向けた検討、事業の準備及び、事業開始は、発明

完成段階で完成していた発明についてのものであることが客観的に

把握できなければならないということです。 

 すなわち、発明完成に至る発明着手・開発段階から、事業開始ま

でが、同一の発明についてのものであることを理解できるように、

時系列の各段階で収集する資料同士を紐づけして整理、収集してお

くことが先使用権の成立を立証する上で大切です。 

 パンフレット「先使用権～あなたの国内事業を守る～」では、時

系列の各段階で収集する資料同士を紐づけして整理、保管する手法



として一般的に採用されているものとして以下の４つを紹介してい

ます。 

 

＜書類に共通の管理番号を付与する＞ 

 同一の発明に基づく製品に関する資料に対して、その発明を特定

する共通の管理番号を記載して管理するものです。これにより、複

数の資料同士を紐づけ、それらの資料が、同一の発明・製品に関連

する一連の資料であると把握できるようにするやり方です。 

 

＜ファイルにまとめて公証を受ける＞ 

 同一の発明に基づく製品に関連する資料に対して上述したように

共通する管理番号を付与し、時系列ごとの資料の全体を時系列順に

整理した上で、どのような資料が取りまとめられているのかを記載

した表紙とともに全体で一つのファイルにまとめます。そして、同

一の発明に基づく製品に関するこのファイルについて公証人の認証

を受け、同一の発明・製品に関連する一連の資料を一式として紐づ

けて整理しておくやり方です。 

 

＜ＰＤＦファイルの添付ファイルを作成してタイムスタンプを付

与する＞ 

 上述した一つのファイルの表紙（どのような資料が綴じられてい

るのかを記載した表紙）をＰＤＦファイル化し、製品に具現化され

ている発明や、当該製品に関する電子ファイル（例えば、音声デー

タ、映像データ、ＣＡＤデータなど含む）を添付ファイルとし、タ

イムスタンプを付与することで、同一の発明・製品に関連する一連

の資料を一式として紐づけて整理しておくやり方です。 

 

＜時系列リストにまとめる手法＞ 

 発明完成に至る発明着手・開発段階から、事業開始までの時系列

ごとにリストを作成し、そのたびごとに、紙の資料の場合には公証

人の認証を得る、電子データの場合にはタイムスタンプを得て、同

一の発明・製品に関連する一連の資料を時系列で紐づけて整理して

おくやりかたです。 

 

  



■ニューストピックス■ 

 

●「シャウエッセン」のストライプ柄が「位置商標」に（日本ハム） 

日本ハム株式会社は、あらびきウインナー「シャウエッセン」の

ストライプ柄が、「位置商標」として登録されたと発表しました。 

https://www.nipponham.co.jp/news/2025/20250422/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（登録第 6914670号） 

 

位置商標とは、商品や包装に付される図形などの標章の位置が特

定された商標で、2015年に導入された新たなタイプの商標です。 

標章が常に同一の位置に付されて長年使用されることにより、パ

ッケージにロゴやブランド名がなくても識別性を獲得することがで

きます。 

「シャウエッセン」は 1985年に発売され、今年で 40周年となる

ロングセラーブランド。発売当時からストライプ柄を基調としたデ

ザインが特徴的であると説明されています。 

食品の位置商標では、キユーピーマヨネーズの赤い「網目」（登

録第 5960200号）や日清食品のカップヌードル（日清食品の登録商

標）の上下帯型（通称：キャタピラ）の図形（登録第 6034112号）

などがあります。 

 

●特許・意匠・商標の FA期間と権利化までの期間（特許庁） 

特許庁より「ステータスレポート 2025」が公表されましたが、今

回は同レポートの中から特許・意匠・商標の FA(First Action)期間

と権利化までの期間などを紹介します。 

https://www.nipponham.co.jp/news/2025/20250422/


なお、特許の FA期間は、審査請求日から審査官による審査結果の

最初の通知（主に拒絶理由通知書又は特許査定）が出願人へ発送さ

れるまでの期間、意匠・商標の FA期間は、出願日から審査官による

審査結果の最初の通知（主に拒絶理由通知書又は登録査定）が出願

人へ発送されるまでの期間（ただし、新しいタイプの商標及び地域

団体商標に係る出願を除く。）です。 

また、特許の権利化までの期間は、審査請求日から特許査定・拒

絶査定などの最終処分を受けるまでの期間、意匠の権利化までの期

間は、出願日から権利化までの期間、商標の権利化までの期間は、

出願日から登録査定・拒絶査定などの最終処分を受けるまでの期間

（ただし、新しいタイプの商標及び地域団体商標に係る出願を除く。）

です。 

 

＜特許＞ 

・通常審査の FA期間：平均 9.4月 

・権利化までの期間：平均 13.8月 

・早期審査の FA期間：平均 2.3月 

・スーパー早期審査の FA期間：平均 0.8月 

 

＜スーパー早期審査について＞ 

スーパー早期審査とは、早期審査よりも更に早期に審査を行う制

度です。スーパー早期審査の対象は、「実施関連出願」かつ「外国

関連出願」、又はベンチャー企業による出願であって「実施関連出

願」であること等が必要です。 

スーパー早期審査の対象となる場合、現行の早期審査と比較して、

より早期に審査段階での最終結果を得ることができますが、早期に

査定が確定して国内優先権を主張可能な期間が短くなる可能性や早

期に特許掲載公報が発行され、改良発明の障害になる可能性に注意

する必要があります。 

スーパー早期審査制度の対象となるのは特許案件だけです。 商標

と意匠の登録出願にはスーパー早期審査制度の適用はありません。 

 

＜意匠＞ 

・通常審査の FA期間：平均 6.0月 

・権利化までの期間：平均 6.8月 

・早期審査の FA期間：平均 2.1月 



＜商標＞ 

・通常審査の FA期間：平均 6.1月 

・権利化までの期間：平均 7.3月 

・早期審査の FA期間：平均 1.7月 

 

●退職時にファイルを故意に削除、元従業員に賠償命令（徳島地裁） 

元従業員が退職する際に社内のファイルを故意に削除したとして

会社側が損害賠償を求めた裁判で、徳島地方裁判所は「会社の利益

を侵害した」として元従業員に対し、約５７０万円の支払いを命じ

ました。 

https://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/955/093955_hanrei.pdf 

 

大手半導体企業の開発部門に勤務していた元従業員は、退職日に

共有ファイルを削除する「バッチファイル」が起動するように設定

し、ファイルの削除を実行しました。 

裁判で元従業員側は、意図的に削除したのは主に自分が作成した

ソフトで、そのほかは誤って消えたもので故意ではない等と主張。 

これに対し、会社側はデータを承諾もなく削除され、会社の利益が

侵害されたとして、約２５８０万円の損害賠償を求めていました。 

 

元従業員は、退職直前に共有サーバ内のファイルを削除するプロ

グラムを作成し、退職日に起動するよう設定。削除されたファイル

は、元従業員が業務中に作成したもので、232 のフォルダ内に保存

されており、実験装置の操作手順書や実験データなどが含まれてい

ました。 

 

●著作権者不明な著作物の利用手続を簡素化（改正著作権法） 

政府は、著作権者が不明などの著作物の利用手続を簡素化する改

正著作権法を、２０２６年４月１日に施行することを閣議決定しま

した。今回の改正によって、利用されずに埋もれている著作物を円

滑に二次利用できる「未管理著作物裁定制度」の運用が始まります。

https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/seidokaisetsu/cho

sakukensha_fumei/tyosakubutsu/index.html 

 

同制度は、著作権者と連絡が取れないものや、著作権者がわから

ないものなどについて、文化庁長官の裁定（利用許諾）により、利

https://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/955/093955_hanrei.pdf
https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/seidokaisetsu/chosakukensha_fumei/tyosakubutsu/index.html
https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/seidokaisetsu/chosakukensha_fumei/tyosakubutsu/index.html


用者が補償金を支払うことで合法的に利用可能とするものです。こ

れにより、著作権者への対価還元や利用ニーズの発掘といったメリ

ットがあるとされています。 

裁定の結果、利用が認められた作品は文化庁のサイトで公開しま

す。利用者は国の指定機関に補償金を納めることで、当該作品を裁

定が取り消されるまで、1 回の申請につき３年を上限として利用で

きます。 

一方、著作権者側は文化庁に対して、裁定の取り消しを求めたり、

利用者が納めた補償金を作品の利用料として受け取ることができま

す。 

文化庁は裁定申請時の手数料を 1 万 3800 円とする方針です。利

用の際には、手数料のほか、補償金（裁定時に相場をもとに金額を

決定）の納付が必要となります。 

 

●助成金情報 令和 7年度「中小企業等海外侵害対策支援事業」 

特許庁は、独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）を通じて、

海外で取得した特許・商標等の侵害を受けている中小企業に向けた

「令和 7 年度中小企業等海外出願・侵害対策支援事業（中小企業等

海外侵害対策支援事業）」を開始しました。 

https://www.jpo.go.jp/support/chusho/shien_kaigaishingai.html 

 

①模倣品対策支援 

海外での模倣品流通状況の調査や模倣品業者への対抗措置に要す

る費用の 3分の２（上限額 400万円）を補助。 

②冒認商標無効・取消係争支援 

現地企業などに不当に出願・権利化された商標を取り消すために

要する費用の 3分の２（上限額 500万円）を補助。 

③防衛型侵害対策支援 

海外で産業財産権に係る係争に巻き込まれた場合の対抗措置に要

する費用の 3分の２（上限額 500万円）を補助。 

 

各支援事業の申し込み締め切りは 10月 31日。予算がなくなり次

第終了。 

詳細に関してはジェトロＨＰを参照。 

＜模倣品対策支援＞ 

https://www.jetro.go.jp/services/ip_service.html 

https://www.jpo.go.jp/support/chusho/shien_kaigaishingai.html
https://www.jetro.go.jp/services/ip_service.html


＜冒認商標無効・取消係争支援事業＞ 

https://www.jetro.go.jp/services/ip_service_overseas_trademark.html 

＜防衛型侵害対策支援事業＞ 

https://www.jetro.go.jp/services/ip_service_overseas.html 
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